
第２回原子力委員会臨時会議議事録 

 

１．日 時  ２０１４年１月１７日（金）１０：３０～１１：４２ 

 

２．場 所  中央合同庁舎４号館４階４４３会議室 

 

３．出席者  原子力委員会 

        近藤委員長、鈴木委員長代理、秋庭委員 

       内閣府原子力被災者生活支援チーム 

        戸高参事官 

       経済産業省資源エネルギー庁 

        上田事故汚染水対策官 

       内閣府 

        板倉参事官 

 

４．議  題 

 （１）原子力災害からの福島復興の状況について 

 （２）その他 

 

５．配付資料 

 （１－１） 「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」ポイント 

 （１－２） 原子力災害からの福島復興加速に向けて 

 （１－３） 廃炉・汚染水問題に関する予防的・重層的な追加対策 

 （１－４） 東京電力(株)福島第一原子力発電所における廃炉・汚染水問題に対する 

      追加対策 

 （ ２ ） 第４０回原子力委員会臨時会議議事録 

  

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第２回の原子力委員会臨時会議を開催いたします。 

  議題は、原子力災害からの福島復興の状況について、御説明いただくことです。 
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  それでは、事務局からお願いします。 

(板倉参事官) １つ目の議題でございます。原子力災害からの福島復興の状況につきまして、

内閣府原子力被災者生活支援チーム戸高参事官並びに経済産業省資源エネルギー庁の上田事

故汚染水対策官から御説明をお願いいたします。 

（戸高参事官）内閣府原子力被災者生活支援チームの戸高でございます。よろしくお願いいた

します。 

  私のほうから、昨年１２月２０日に原子力災害対策本部決定及び閣議決定をいたしました

「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」を御説明させていただきます。 

  お手元にパワーポイントのポイント資料と閣議決定の本文、この１－１号という資料に基

づきまして御説明をさせていただきます。 

  １ページおめくりいただきたいと思います。今回の閣議決定のポイントでございますけれ

ども、原子力災害からの福島復興を一層加速化させるための政府としての大きな方向性を示

すために閣議決定を行ったものでございます。 

  資料にございますように、政権の福島再生の基本方針は、東日本大震災からの一日も早い

復興・再生を最優先する。とりわけ原子力災害からの福島の復興・再生に向けて全力をあげ

て取り組むということでございまして、昨年の取組として、２．にありますような取組をし

てまいりました。 

  １つは、１２市町村での区域の見直しでございます。これにつきましては、発災以来、区

域見直しについて地元の市町村と協議を重ねてまいりましたけれども、昨年８月７日に川俣

町の区域見直しが完了いたしまして、１２市町村すべてで区域見直しが完了したところでご

ざいます。これによりまして、その次の新しい段階に入ったということでございます。 

  この区域見直しを踏まえて、これからは帰還ということになってまいるわけですが、帰還

に当たってはやはり放射線の不安、影響に対する不安、それに対する対策といったものが重

要になってまいります。左側の箱にあります線量水準に応じた防護措置の検討と言いますの

は、放射線に対する不安対策を具体化するものでございます。 

  昨年８月に原子力規制委員会に、帰還に向けた安全・安心対策に関するチームを発足いた

だきまして、１１月下旬に基本的な考え方をまとめていただいたところでございます。ポイ

ントといたしましては、２つございまして、帰還後につきましては住民の片が実際に生活を

されるということになりますので、個人線量を重視した考え方で対策を打っていくというこ

とです。 
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  もう一つは、また、健康不安対策を充実しながら、生活される中で長期的に年間１ミリシ

ーベルトを目指していくということを基本的な考え方として提出いただきまして、今回の本

部決定におきましては、こういった考え方を踏まえた具体的な政府の取組についてもあわせ

て閣議決定を行ったところでございます。 

  もう１点のポイントが賠償の追加の検討でございます。昨年の５月、６月に文部科学省の

原子力賠償紛争審査会の先生方が現地調査をされました。地元の住民の方、首長さんからも

住宅に関する課題、そしてまた早期に帰還がなかなか難しい方々が出てきている中で、新し

い賠償指針をつくるということで検討が開始されたところでございます。 

  資料の中では、１２月２６日、指針決定予定となっておりますけれども、実際に１２月２

６日に追加指針の決定がなされているところでございます。ポイントは、１２月９日の案と

いうところに書いてあります３点でございまして、帰還される際に、住居建替え、修繕とい

ったことについての追加賠償を行うということ。また、新しいところで生活をされる、新生

活拠点の場合の住居取得、元にいた御自宅に関する賠償はあるわけでございますが、それで

は移住先の住宅確保について十分ではないということでありますので、土地としてまた建物

についての追加賠償といったものも行うということでございます。 

  そして、帰還困難区域等に住んでおられた住民の方々の精神的損害について、故郷を喪失

することに伴う精神的損害、慰謝料といったものも新たに設けられて、その一括賠償を行う

ことなどがこの指針の骨子としてまとめられて、実際の決定に至ったということでございま

す。 

  ３点目が、汚染水問題の対応でございまして、９月に基本方針を設定いたしまして、閣僚

会議を立ち上げまして、対策について検討してまいりました。１２月２０日の閣議決定の同

日に廃炉・汚染水問題に関する追加対策を取りまとめたところでございます。 

  こういったそれぞれの検討の結果を踏まえまして、また与党から福島再生に関する提言を

３度にわたっていただいたということも踏まえて今回取りまとめを行ったところでございま

す。 

  閣議決定の基本的な方向性は３点、１点目が早期帰還の支援と新生活支援の両面で福島を

支えていくということ。２点目が大前提となる福島第一原発の事故収束に向けた取組を強化

する。３点目が国が前面に立って福島再生を加速する。国と東電の役割分担について明確に

していく。これが３つの基本的な方向性でございます。 

  具体的な中身につきまして、２ページ以降で御説明をさせていただきます。２ページ目は、
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早期帰還支援、新生活支援の両面からの福島支援でございます。 

  右に地図がございますけれども、区域再編、区域見直しを行った状況での現在の地図であ

ります。見ていただきますと、比較的線量が低い地域で避難指示解除準備区域となって、除

染が既に完了しているところ、そしてまた完了が間近なところが出ておりまして、今後、避

難指示の解除に向け、住民の皆さま方、そしてまた自治体との協議というのをしっかりやっ

ていくという具合になっております。 

  他方で、この赤で色をつけたところにつきましては、帰還困難区域でございまして、放射

線量の低下に相当な時間を要する地域、この両面について取組を拡充したところでございま

す。 

  左上を御覧いただければと思いますが、避難指示解除準備区域と居住制限区域を念頭に置

いて、避難指示解除、帰還に向けた取組の拡充を行ったところでございます。 

  ①安全・安心対策につきましては、先ほど御説明した規制委員会の基本的な考え方を踏ま

えまして、具体的な対策を盛り込んだところでございます。被ばく低減策、また健康相談、

それぞれの地元でのきめ細かい相談に応じる相談員制度の創設等々や、リスクコミュニケー

ションの充実といったことも含めて包括的な安全・安心対策を決定いたしました。関係の予

算を確保した上で、それぞれの事情に応じたきめ細かい対応をこれからしっかりと取り組ん

でいって、住民の方の安心につなげていくという取組をしっかりやっていくことにいたしま

す。 

  ②の賠償の追加につきましては、帰還される際の住宅の修繕等々ございますので、それに

関する賠償についても追加をいたします。 

  ③が政策上の支援でございまして、今回の２５年度の補正予算案におきまして、福島再生

加速化交付金の創設をしておりまして、この交付金により帰還に向けた様々な環境整備を行

っていく。それぞれの市町村で事情が違いますので、そのニーズに応じたきめ細かい対応を

行う。非常に網羅的なメニューを用意して、その中で選べるような仕組みを今回つくってい

ただいているところでございます。 

  ④は除染でございまして、復興の動きと連携した除染をしっかりやっていく。そしてまた

現在計画されている除染実施後の取組について、公共事業的観点から取り組んでいくという

ことを盛り込んでおります。こういった取組を行いながら、地元としっかりと協議をしなが

ら避難指示解除の具体化を進めていくというのが取組の拡充でございます。 

  下のところを御覧いただければと思います。新たな生活の開始に向けた支援の拡充でござ
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います。１点目は、新生活に必要十分な賠償の追加でございます。移転先での新しい生活設

計が可能となるような、そういった選択肢がとれるような賠償について追加しております。

住宅確保、そしてまた慰謝料といったものについて十分な賠償の追加を行うことによって、

そういった選択をされる住民の方にも十分な手当てができるようにしたところでございます。 

  ②が、復興拠点の整備でございます。現在でも避難先でのコミュニティの整備という観点

から復興拠点を整備しており、また復興公営住宅の整備を行っておりますけれども、区域内

外でその復興に当たっての拠点をつくっていくということが今後大事になってくるというこ

とでございます。 

  ③は、今後の除染等々の取扱いの検討でございまして、現在、避難困難区域でのモデル事

業を行っておりまして、そういった結果も踏まえながら今後の除染の取扱いについては、今

後の地域づくりとも密接に絡む点でございますので、そういったものも踏まえながら検討し

ていくということにしております。同時に、これらの地域につきましては、地元とともに、

中長期・広域の将来像を検討していく段階に入っておりまして、これを地元ともしっかりと

検討するということをポイントとしております。 

  ３ページ目を御覧いただければと思います。事故収束に関する万全な対応としての廃炉・

汚染水対策でございます。これにつきましては、後ほど詳しい御説明をさせていただきます

けれども、廃炉については安全を確実に進めるということ。汚染水問題について、国が前面

に出て、対策を実行するというのが基本的な考え方でございます。国の取組として、予防

的・重層的な取組を今回決定いたしました。 

  ②として、これは国の司令塔機能の強化という観点から、関係の会議がございましたけれ

ども、関係閣僚会議に統合、一本化するということで、司令塔機能を強化するということを

今回決定いたしました。 

  また、廃炉推進に向けましては、新たな支援体制の構築といったものも盛り込んでおりま

して、廃炉支援業務と賠償支援業務の連携の強化ということについて、原賠機構の活用も含

めて検討するということでございます。 

  東京電力の取組につきましては、廃炉汚染水対策は最優先の課題でございますので、可及

的速やかに社内分社化を行う。また、システム改革を踏まえた発電・送配電・小売事業の子

会社化を行うということもあわせて盛り込んでおります。 

  ４ページ目を御覧いただければと思います。３点目は、国と東電の役割分担の明確化。具

体的には賠償、除染、中間貯蔵費用という福島再生に必要不可欠な事業について、十分な資
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金的手当てが必要なわけでございますけれども、その際に福島再生を滞りなく進めるために

は、国と東電の役割分担を明確化する必要があるという状況にございます。そういった役割

分担を踏まえて、国民負担を最大限に抑制しながら電力の安定供給と福島の再生を両立する

ということでございます。 

  基本的な枠組みにつきましては、賠償については最後の一人まで東京電力の責任によって

適切に行う。実施済み、計画されている除染・中間貯蔵施設の費用については、これまでと

同様、除染特措法に基づいて東電に求償される。  必要となる資金繰りということでござ

いますけれども、下にあるような現在計画されている除染費用、２．５兆円分、そしてまた

中間貯蔵費用の相当分、１．１兆円を含めて、また賠償の追加分もございますので、そうい

ったものも踏まえて、交付国債枠の増加、５兆円から９兆円の枠の増加といったことを行っ

ております。 

  負担の在り方につきましては、この除染費用の相当分については、東京電力への求償の上

で、東京電力の株式の売却益によって回収を図っていくということにしております。 

  中間貯蔵費用につきましては、同じく求償とした上で、エネルギー特会から原賠機構に交

付する資金によって回収する。長期にわたって回収するということが決定されております。 

  こういった新たな負担の在り方についての大前提は、東京電力の改革でございまして、電

力システム改革を先取りした企業価値を高めることによって、除染費用相当分の早期回収・

国民負担の抑制を実現してもらう。金融機関の関与・協力も不可欠でございまして、こうい

った取組が相まって福島再生を加速させていく原動力になっていくということが求められて

おります。 

  最後に、５ページ目でございます。今回のこの方針は、これまでの取組をまとめて、こう

いった方針に基づいてそれぞれの各省庁がしっかりと課題に取り組んでいくということでご

ざいまして、これから地元、自治体と十分に協議いたしまして、復興の道筋を順次具体化し

ていくということでございます。 

  まず、避難指示解除と早期帰還の実現に向けて、しっかりと協議するということでありま

す。また、帰還困難区域を始めとした地域につきましては、中長期・広域の地域の将来像の

具体化といったものもあわせて十分協議をしながら進めていくということでございまして、

今後、こういった方針に基づきましてしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。

以上でございます。 

（上田対策官）続きまして、廃炉・汚染水問題に関する予防的、重層的な対策について御説明
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いたします。資源エネルギー庁の上田でございます。 

  お手元の資料の第１－３の素案と１－４と２つございますけれども、要約をした１－３の

ほうを使って御説明いたします。先ほどの御説明にございましたように、昨年９月の減災本

部等での策定を踏まえまして、その時点で取り組んでいる対策が仮にうまくいかなかった場

合ということも想定して、予防的、重層的な対策を講じるべきということで、汚染水処理対

策委員会の中で、具体的な対策についての検討を進めてきたということでございます。 

  概略を簡単に御説明いたしますと、３つのカテゴリーに分けまして、汚染源を取り除く、

汚染源に水を近づけない、汚染水を漏らさないという３つの中で、これまでにとってきた対

策に加えて、どういう対策があり得るのかということで検討を進めてまいりました。 

  具体的な内容につきまして、まず１番目の取り除くというところについては、これまでの

海側のトレンチ内での高濃度の汚染水、汲み上げ・閉塞の作業、あるいはＡＬＰＳによる汚

染水の浄化、更に国費を使って高性能な、特に廃棄物が少ないという多核種除去設備、これ

の開発を行ってきたということでございます。 

  これに加えまして、更にこれは平成２６年の半ばの運用を目指して、多核種除去設備のさ

らなる増設ということ。更には、タンクの漏えいといった事象を踏まえまして、土壌中のス

トロンチウムの保守。更に港湾内の海水の浄化といったようなことについても取り組んでい

くということでございます。 

  ２点目の、汚染源に水を近づけないというところでございます。これまでも地下水流入抑

制策といたしまして、地下水バイパス、サブドレイン、更に凍土方式による陸側遮水壁の設

置等々の対策を進めてきたところでございます。 

  これに加えまして、更に広域的な舗装、表面遮水と書いてございますけれども、フェーシ

ングをかなり広い範囲で行っていくという対策。あるいは、追加的な遮水とその内側を舗装

するといったようなどちらかの対策、これを講ずるべきではないかということでございます。

その間に、地表面の除染等の線源の低減、これもしっかり考慮して実施していくというのが

１点目でございます。 

  また、汚染源に水を近づけないという観点から特に雨水対策といたしまして、タンクの天

板へ雨どいを設置して、汚染された水を増やさないようにするという措置も追加対策として

挙げているところでございます。 

  ３番目の汚染水を漏らさないというところにつきまして、これまでも護岸付近の水ガラス

による地盤改良、あるいは海側遮水壁の設置、タンクの増設といったような措置を講じてき
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ているところでございますけれども、それに加えまして追加的な対策といたしまして、溶接

型タンクの設置の加速化。津波対策として建屋の防水扉等の設置。更に、建屋からの汚染水

の漏えい防止。あるいは非常に長いループになっているものを短くしていくという対策、こ

れを行うべしということで汚染水対策委員会の中で御議論いただいたところでございます。 

  特に、この中で汚染水のタンクの増設につきましては、これは溶接型タンクの設置に加え

まして、やはり地震による内容物の液体表面の揺れに備えて十分なタンクの容量を確保する

ために、現在、関係事業者の協力を促し、これは国も前に出て、官民を挙げて可能な限り増

設の加速化ということが必要であると提言されております。 

  また、追加対策の中で、技術的難易度が高いものにつきましては、例えば港湾内の海水の

増加でございますとか、土壌中の放射性物質の除去といったような難しいものにつきまして

は、平成２５年度の補正予算の拡張ということで技術の検証等の取組を進めております。更

に、リスクが残存するトリチウム水につきましては、いろいろな選択肢、分離する、貯蔵す

る、あるいは放出をするというあらゆる選択肢について総合的な評価を行って、これを整備

していくということが必要ではないかということでございます。以上が、追加対策の内容で

ございます。 

  ２番目として、風評被害対策としての情報発信、その強化ということでございまして、こ

れにつきましてはては引き続きしっかりとした科学的な根拠に基づいた情報発信、これを国

際的にも開かれた形で行っていくべく関係省庁か連携をして一元的な対応をしていくという

こと。これが１２月２０日の原災本部の中で決定されたということでございます。これに向

けて現在も関係省庁一丸となって対策に取り組んでいくという状況でございます。以上でご

ざいます。 

（近藤委員長）御説明、ありがとうございました。それでは、少し御議論いただきましょうか。

代理からどうぞ。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。重要なお話を伺ったと思うんですが、幾つか初

歩的な質問ですが、まず最初の福島復興の加速なんですが、帰還の話なんですけれども、こ

ちらのほうは子ども・被災者支援法の基本方針が出ていますけれども、あれとの関係はどう

考えればいいんですか。それをちょっと聞きたいのがまず１点です。 

  それから、ここのところに何回も地元との協議を踏まえてということが出てきますけれど

も、この新しい方針をつくるまでに、地元とどうやって具体的に協議されてきたのか。その

辺のお話をちょっと説明していただきたい。今後も地元の意見をどうやって組み入れるか大
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変大事だと思いますので、中でも多様なニーズがあると書かれていますけれども、実際にそ

れをどうやって吸い取っていくのかというのが大事なことだと思います。そこのお話をちょ

っと伺いたいです。この２点、まずいかがでしょうか。 

（戸高参事官）まず、今回の指針の位置づけにつきましては、原発事故を踏まえて避難指示を

かけている１２市町村の皆様がおられます。そういった方について区域見直しをしながら、

これから帰還に向けて防護措置を講じていく、また賠償も行っていくということで、避難指

示をかけた区域の皆さま方に対する対策を中心にまとめさせていただいております。 

  他方で、先ほどお話がありました子ども・被災者支援法の基本方針、これも政府の方針と

して別途決定しておりまして、福島復興ということではこれは一体として考えられるという

ふうに思っております。この支援法の基本方針では、それぞれ中通りを含めた福島県全体の

対策、福島県外の対策も含めて、それぞれ施策がございますので、それぞれの施策を必要と

されている方にしっかりと対策をやっていく、そういった整理で今回考えております。そう

いった意味では、この指針については福島復興全体を網羅しておりますけれども、子ども法

の個々の施策でそれぞれの必要な方に対する措置というものは、それぞれ施策毎に講じてい

くという立て付けではないかと考えております。 

（鈴木委員長代理）そうすると、今回は１２市町村の避難された方々のための対策を中心に。 

（戸高参事官）そこを中心に記述させていただいております。 

（鈴木委員長代理）実際には福島全体の復興の枠組みも進んでいると。 

（戸高参事官）はい、全体の復興の枠組みとして今回決定しているわけでございますけれども、

今回盛り込んだ中身としては、避難指示のかかった地域の方への取組が中心であるというこ

とでございます。 

  それから、もう１点の地元との協議ということでございますけれども、これまで私どもと

しては、区域見直し、避難指示をどうしていくのかということでございますけれども、今ま

での区域見直しにつきましては、それぞれの町と協議させていただいておりまして、大体全

体で二百四、五十回程度、住民の方に対する説明会を行いながら議論してまいりました。そ

ういった中で様々な御要望、思いといったものを聞かせていただいて、その中で帰還に向け

て必要なものは何なのか。そしてまた新生活を始めるに当たって必要なものは何なのかとい

うことについて様々な御意見をいただいて、そういった御意見も踏まえて、今回、安全・安

心対策、賠償の追加の検討、またオンサイトの取組についても盛り込んでいると思っており

ます。私どもだけではありません。除染については環境省、復興庁、文科省、各省がそれぞ
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れ地元と取り組んできたものを踏まえて今回まとめたということでございます。 

  まとめたというのは大きな方向性をまとめたということでございますので、こういった方

向性をもとに、それぞれを課題にこれから更に地元の自治体の皆さんと具体的な対策を協議

していくというのが実はこの指針の肝でございまして、この方針に基づいて、具体的な取組

を進めていくということをしっかりとやっていきたいと思っております。 

（鈴木委員長代理）そこのところなんですけれども、地元の飯館村もそうですし、村の中でい

ろいろありますよね。区域が違っていますよね。したがって、地元といってもいろいろな立

場の方がいらっしゃって、なかなか意見が異なるということで苦労されていると思うんです

が、どういうメカニズムというか枠組み、例えば地元説明会とおっしゃっても、いろいろな

立場がある方が一緒に集まってやるのか、どういう設計としてとらえているのか。 

（戸高参事官）これはそれぞれ各町の中での御事情がありますので、私どもはそれぞれ各市町

村の方と御相談して、どういったやり方が一番住民の方の御意見を踏まえるのに一番いいや

り方なのかという、決め打ちをせずによく御相談しながらこれまで進めております。 

（鈴木委員長代理）柔軟にやってきている。 

（戸高参事官）大規模な説明会でやるのか、もう少し小規模の形で吸い上げるのがいいのかと

いうことも含めて、御事情が違いますし、町の中でいろいろな御意見がありますので、そこ

は十分に御意見を伺えるような形で対応していきたいと。 

（鈴木委員長代理）大変重要なところなので、過去の記録なんかも見れるんですかね。そうい

う説明会の記録とかそういうのは。どこでどれだけ説明会をやったかとか。 

（戸高参事官）これは各市町村で基本的には開催されておられて……。 

（鈴木委員長代理）自治体のほうで。 

（戸高参事官）私どもがそこに出向いていくという形になっておりますので、町と御相談の上

ということだと思いますけれども、基本的には町のほうで対応されていると思います。 

（鈴木委員長代理）各自治体のところに行って説明する。 

（戸高参事官）そうです。基本的にそういう対応をしております。もちろん、国のほうで関係

省庁と一緒に出かけていって説明するというのもございますので、両方あるかと思います。 

（鈴木委員長代理）関連して、後半の廃炉・汚染水対策のほうも地元との対話の話が非常に重

要だと思うんですが、協議会をたしかつくられるというお話があったと思うんですけれども、

それは今はどういう状況になっていますか。 

（上田対策官）御指摘のとおり、廃炉・汚染水対策について、具体的にこういうことをやって
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いるというわかりやすい説明をしっかり行っていく。あるいはコミュニケーションの在り方

について、地元の方々の御意見をいただくべく、福島評議会というものを実施する方向で今

準備を進めているところでございます。なるべく早いタイミングで開催を調整しております。 

（鈴木委員長代理）今までは、どうされていたんですか。 

（上田対策官）９月に現地の事務所を開設いたしまして、いろいろな自治体の御要望を踏まえ

て、説明の機会を設けていただいて説明してきたということがございます。東京のほうでも

イベントがあればその都度プレスブリーフィングをしたり、あるいは福島のほうでも同時に

プレスブリーフィングをしたりということで、丁寧に説明してきているつもりではございま

すけれども、やはり地元の方から見ればまだまだということもあるところでございますので、

それはしっかり御意見を受け止めてということでございます。 

（鈴木委員長代理）そこのところが一番大事なので、よろしくお願いします。あっちこっちか

らやはり国の取組についてわかりくいという意見がありまして、我々もホームページとか紹

介するんですが、やはり実際にやっておられる方々の生の声を聞きたいということで、是非

人数少ないから大変だと思うんですが、福島評議会ができると、また担当のチームか何かが

できるんですか。 

（上田対策官）現在の体制の中でやっていく方向でございますけれども、９月以降、内閣府の

中に廃炉・汚染水のチームを設けて、各省からも協力をしていただいて、政府一丸となって

やっておりますので、その体制の中でしっかりやっていければと思っております。 

（鈴木委員長代理）復興庁との関係はどうですか。私は復興庁の皆さんも多分いろいろ聞かれ

ていると思うんですが、復興庁の動きと今の内閣府支援者チームと汚染水廃炉対策チームの

関係はどうなっているんですか。 

（戸高参事官）支援チームから見た考えでございますけれども、例えば避難指示解除の議論、   

区域見直しといったときに、結局その地域の住民が帰還されるとなった場合に、もちろん線

量のご不安とかもありますけれども、帰ったときに、例えばお仕事があるかとか、インフラ

は整っているか、水の安心は大丈夫なのか。様々な課題が出て、その中では原発は安全なの

か。汚染水は大丈夫なのかという質問も合わせて当然出てまいりますので、基本的に考えら

れる御要望が出てきた場合、関係者は一緒に行くことで対応しております。 

  御指摘のあったとおり、オフサイトとオンサイトのところをもう少し、今後協議会が始ま

りますけれども、しっかりと連携していくことは大事だと思っておりますので、そこは住民

の方の御意向にしっかりと添えるようにしていきたいと思います。 
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（鈴木委員長代理）それを是非よろしくお願いします。 

  最後の質問は、費用負担の件なんですが、国が前面に立って負担するということの中で、

当然賠償は東電がやるということになっていますが、今後、特に廃炉のほうを聞きたいんで

すけれども、分社化の話があって、それから賠償支援機構とＩＲＩＤとの関係も報道されて

いますが、国が直接まだ廃炉・汚染水対策にお金を払うということではなくて、今のところ

は研究開発支援ということになっていると思うんですけれども、将来は国が直接お金を払う

ということもあり得るという方向で議論は進んでいるんですか。そこら辺はどうなんですか。 

（上田対策官）今後の対策についてどういう具体的な在り方がいいのかということを検討して

いるところでございます。これまでおっしゃるとおり、廃炉・汚染水については、特に技術

的内容の高いものというところを中心に国がやってきたということでございますけれども、

今後どういうやり方がいいのかということも含めての検討になると思います。 

（鈴木委員長代理）体制のほうも大分一本化されるということなんですけれども、結局最後の

意思決定と責任はどこにあるのかというところが、やはりこれは海外から見てもわかりにく

いと言われて説明がなかなか難しいんですが、その辺も一本化するということで是非検討を

お願いしたいと思います。その辺はいかがでしょうか。今はまだ東電が最終的には決定する

ということですか。廃炉・汚染水対策については。 

（上田対策官）これは事業者として責任がございますし、一義的に事業者が取り組まないとい

けないところもございますし、他方それだけではうまくいかないというこれまでのいろいろ

な御指摘を踏まえて、国が前面に立つという取組を今進めているということでございまして、

そこをうまく連携して全体としてうまく進められるようにしていくということが我々にとっ

ての責務だということでございます。 

（鈴木委員長代理）我々のお願いとして、見解文として第三者機関をつくって透明性を高める

ということと、それから将来は専門の廃止措置機関のようなものも検討していただきたいと

いうことをお願いしているんですが、そのような可能性も検討されていますか。 

（上田対策官）先ほどちょっと御説明がありましたけれども、具体的な廃炉の、どういう組織

にしていくのか。これは廃炉推進に向けていろいろな人材を活用して、廃炉支援業務と賠償

の業務を連携していくという観点を含めて、今の機構の活用も含めてどうやっていくのかと、

今検討しているということでございます。 

（鈴木委員長代理）よろしくお願いします。やはり国民から見ても、私から見ても、複雑でわ

かりにくいというのとそれから最も効率的、コスト効果も高く、透明性を高めた措置をとっ

－12－ 



ているという説明をするためにも体制をすっきりしていただきたい、長い期間これからかか

る事業ですので、体制をつくるのにも時間がかかるのかもしれませんが、恒久的な、ある意

味では長期的な取組ができる体制に整理していただきたいと思います。よろしく検討をお願

いします。 

（秋庭委員）御説明、ありがとうございました。福島復興の加速に向けてのポイントについて

御説明いただきましたが、この御説明にないところについてお伺いしてもよろしいでしょう

か。帰還に向けて様々な対策をとられておりますが、特に、避難指示解除準備区域の方々は

待っていらっしゃる方が多いと思います。しかし、その中でも自主避難なさった方とか、そ

れからあるいは帰れる地域の方であっても、子どもの健康のことが心配で帰れない方々がい

らっしゃいます。このように、この帰還の対策に書かれてない部分の方々に対して、どうア

プローチしていくのかということについて、是非お伺いしたいと思っています。 

  それから、２番目に、帰還なさることについて安全・安心対策というのは大変重要だと思

っています。先ほども、もう何十回となく説明会を開いて、各省が出向き、いろいろ伺って

いるということですが、例えばいただいております資料１－２の加速に向けてという最後の

ところのページですけれども、各省のいろいろな予算の一覧のところを拝見しても、似たよ

うな取組をしています。最後の（４）の住民にとってわかりやすく正確なリスクコミュニケ

ーションということも、これは今後帰還に向けて大変重要なところだと思いますが、例えば

消費者庁が食品と放射能に関するリスクコミュニケーションとやっていますが、同じく厚労

省が食品安全に関するリスクコミュニケーション事業もやっていたり、こういうような同じ

ような事業をどのように連携しているのか。それは災害対策本部の支援チームが調整をとっ

てうまく役割分担をしていただいているのでしょうか。省庁の役割分担の在り方と、コーデ

ィネートの仕方というのでしょうか、そんなことを伺わせていただけるとありがたいと思っ

ています。 

  いずれにしろ、資料１－１の最後に地元と十分に協議し、福島再生の道筋を順次具体化と

ありますが、先ほど、鈴木委員長代理からのお話にもありましたが、地元と十分に協議する

というところに是非力を入れていただきたいと願っています。 

  それから、資料３の廃炉汚染水問題に関しては、なかなかわかりにくい部分が多いので、

それをきちんと説明していただきたいと地域の皆さまも思っていると思います。２．の風評

被害対策としての情報発信の一層の強化というところで、情報発信を国際的に開かれた形で

行うと書かれておりますが、国際的に開かれた形というのは、具体的にどういうことを示し
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ているのでしょうか。先ほどから委員長代理も海外からもいろいろ御質問があるというよう

に言われておりますが、今の情報発信の在り方で、不十分であればどういう形を目指してい

くのか、具体的に伺わせていただければと思っています。以上、よろしくお願いいたします。 

（戸高参事官）まず、地元と十分に協議していくということでございますが、まさにそういっ

た考え方でこれから一層しっかりやっていきたいと考えております避難指示解除という議論

がこれから出てくるかと思うんですけれども、私どもとしては、帰ることができる環境をつ

くっていくということが重要でございまして、帰ることを強制するとか、そういったことは

当然ございません。帰りたい方は帰れるようにというような環境整備をしていくということ

でございまして、基本的には線量に対する不安については健康安全対策をしっかりしていく。

インフラの整備、それから住宅ですとか、教育、様々な面が整わないと帰るということには

なかなかならないと思いますので、これはどれか１つということではなくて、それぞれの課

題を１つ１つ解決することによって、１人でも多くの方が帰れる環境をつくっていく、そう

いう考え方でやっていきたいと思っております。 

  自主的に避難されている方についても、子ども・被災者支援法での取組で、これも各省そ

れぞれ対策をまとめておりますので、そういった取組をこれからもしっかりとやっていくと

いうことだと思います。 

  それから、安全・安心対策につきましての御指摘もございました。これも先ほどリスコミ

についてのお話もございましたけれども、リスコミでございますと、これは環境省のほうで

取りまとめをされております。消費者庁、各省のリスコミございますけれども、それぞれの

取組を取りまとめて政府全体としてまとめるという取組は環境省がやっております。他方で

復興庁、私どもを含めてそれぞれ地元と協議しておりますので、関係省庁とのいろいろな協

議、そして相談も密に行いながら、今回こういった安全・安心対策を、関係省庁連携して取

りまとめているところでございます。 

  こういった方針で、カチッと決まったものが出ましたので、これに立ち返りながら、地元

の方にしっかりとメリットが感じられるような取組にしていかなければいけないと思います。

これを並べただけでバラバラにやっているということでは意味がありませんので、それをし

っかりと意味のあるものにしていくことはこれから肝に銘じて取り組んでいかなければいけ

ないことだと思っております。 

（上田対策官）国際的な広報でございますが、これまで必ずしも正確な情報が際立ってなかっ

たというところがございまして、例えばタンクから３００トンの漏えいといったときに、こ
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れが３,０００トンとか、発表自身が間違っていたというようなこともございます。それは

日本からの情報の発信が非常に十分でなかったという反省も踏まえまして、特に１０月以降、

例えばＩＡＥＡのホームページを通じて、国際的に今の廃炉・汚染水の情報を発信したり、

あるいは在京の大使館、あるいは国内外の報道関係者に対して、何か進捗、あるいは情報説

明会を行うということで、例えば日本の水産物の状況がどうなのかということについて、報

道関係者、大使館にブリーフィングを行うとか、海外のメディアに対してもしっかり情報提

供をする。 

  例えば、４号機の燃料取り出しについても事前に海外メディアに現地の取材をしていただ

いたり、そういった機会を設ける。更には、官邸等のホームページ、ここで英語の情報をし

っかり発信するということで、そういった取組を廃炉・汚染水のチームを中心にしっかりこ

れからもとらまえてより充実したものにしていくということで取り組んでいきたいと思って

おります。 

（秋庭委員）ありがとうございました。よろしくお願いします。 

（近藤委員長）私からは、１つは、先生方は住民との対話を気にされているんですけれども、

もちろん基本原則は住民自治の世界ですから、一義的には基礎自治体の責任ということで、

基礎自治体を超えて国がやるということはあり得ないところが原則であります。しかし、直

接国にいろいろものを申してくる住民の方もいらっしゃるという中で、それをどう扱うかと

いうことで多分苦労され、苦労するのは思いますけれども、やはり原則は大事で、住民生活

に関しては基礎自治体の権能なり責任があるわけで、それが憲法の原則ですから、そこは大

事だと思います。 

  今、非常に難しいのは、避難されているということで、自治体と言いながら、現実に実体

として機能する姿で存在しているかということがあって、行政行為はなされているんだけれ

ども、従前と同じようにではない、様々な困難に直面していることは確かだと思います。そ

この御苦労は皆が汗をかいて背負っていくしかない、市町村の行政は大変苦労されていると

理解しています。で、そこは国がなりかわれるものはできるだけなりかわって努力するしか

ないのかなと思っています。 

  現在、市町村ごとの住民意向調査の結果が、３町村ぐらいはまだ終わってないと思います

が、１１月、１２月の段階で結果が速報値ですが公表されています。バラッと見ますと基本

的には戻るつもりはないという住民の方が５割を超えている。特に若い人はもっと高い割合

という現実がある。その主たる理由は、第一には放射線等々の原子力発電所関係、第二が、
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もともと帰還困難区域が含まれていますので、時間がかかるということで、計画することが

できないということ。そしてまた現実問題としてインフラの整備、コミュニティの再生が見

えないから、そういうことは考えにくい。この３点が重要な理由だったと記憶しています。

で、まずは、廃炉、汚染水対策をきちんとやってもらわなくてはと思いました。 

  時間の問題は、帰還困難区域の除染の実証事業がなされて、最近データが取りまとめられ

て公表されていますけれども、それを見ると、やればできるけれども、どう攻めるかという

感じです。まだ、全部の結果は出てないみたいですけれども、一応公表された結果を見る限

りは、やればそれなりの効果があるんだけれども、これをどうやって自治体のプログラムに

翻訳し、織り込んでいくかが大事ではということで、環境省の環境回復検討会ですか、よく

勉強されておられると思いますけれども、つい最近の第１０回でその成果が報告されていま

すが、これを今後の除染計画の設計に活かしてある程度予定表的なものが見えてくればまた

それなりの展望が開けるなということで、あの事業の評価と活用を是非きちんと環境省にや

っていただくことかなという感じを持っているところです。 

  それから、もう１つのリスコミに関しては、もう長くやってきて、いろいろな問題が整理

されてきていると私は思っていまして、やはり百聞は一見にしかずというわけではないんで

すけれども、測って、大丈夫、放射性物質が少ないよ、というのがどうも一番インパクトが

大きいみたいですね。 

  原田先生かな、この間、テレビかどこかでやっていたけれども、幼児用のホールボディカ

ウンターの試作品をつくっておられて、結果はもちろんカリウムがボンと出てきて、あとは

無きに等しいという結果をもらうんだけれども、それでも、放射能が将来入るかもしれない

と思っておられて、定期的に測りたいとお母様方が感想として述べられているところがあり

ましたけれども、そういうふうなことについてのこれまでの経験を総括した上で、更に効果

的な取組をすることについてお考えいただくことがいいのかなと。これは環境省の仕事です

か、基本的にはリスコミのところは。 

  以前はそういう勉強会があったんだけれども、最近は委員会的なものがまとまってやって

いるというよりは、もう具体的な仕事をしているという、そういう整理なんですかね。ちょ

っとそういう総括的な仕事は見えにくいんですけれども、パラパラとした印象論で言って大

変申し訳ないんだけれども、そういう取組の総括ということも定期的にやって戦略を再構成

することがあってもいいのかなという感じを持っています。 

  それから、今、鈴木代理が気にしておられた、子ども・被災者支援法の話、最後にちょっ
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とおっしゃられたけれども、違う自治体に属することになった方、福島を離れてしまった方

をどうするかという問題、これは方針として、どこに行かれても、被災者という関係は継続

するという整理をしてケアしなさいという方針を採用せよということと、住民自治の原則と

どう整合させるかということ。今はたしか関係基礎自治体間でコミュニケーションをとって、

何らかのケアができるようにしようと、たしかそういう整理になっていると思うんですけど、

住民自治の原則とそういう支援、被災者であるということを踏まえたケアということをどう

整合させ、とるべき具体策が問われている。私の理解では、一応関係自治体間のコミュニケ

ーションで、目が行き届くのかどうかという問題があるにしろ、取組がなされているという

整理だと思うんですけれども、私どもとしては、引き続き関心をもって目配り、気配りを忘

れないようにしていただくということが大切と思っています。 

  それから、オンサイトについては、１つは、一般的にここに書かれている対策は私的に言

いますと、ある種の設計論なんです。設計論というのは、こういう方針のもとにこういうこ

とをやればいいんだと言うわけで、それはそれで大切なことなんですけれども、現実、現場

がある、現場は動いている、毎日変化しているという状況の中で大事なのは、オペレーショ

ン、管理であり、そこではリスク管理がとても重要になるわけです。 

  リスク管理というのは、１，０００の対策を打って、１つでもミスがあるとミスがあると

報道をされておしまいになっちゃうという、非常につらいものなんですよ。そのつらさとい

うものを覚悟してやらなきゃならないんですけれども、そういう意味の品質管理の基本原則

をもう少し現場に反映することをしないと、我々は現場的に言うと先手管理という言葉を使

うわけですけれども、問題を先取りをしてとらえて手を打つということがリスク管理の現場

管理の原則なんだけれども、設計論でやっていると、９割方あっているんだけど、その残り

の１割のところで問題が起きちゃうんですよね。そこをどうやってつぶすかというところが

難しいんです。そこのところが今のシステムでもちろん大事なのは、東電の現場の担当者の

リスクセンスになるわけですけれども、そこのところにどれだけリソースを注力するか。そ

れが不足すると後手、後手になってしまうところ，経営センスの問題ですが、難しいんです

よ。 

  これは特に福島だけじゃなくて、どこの現場でもこの問題に苦労するんです。ですけど社

会のアテンションが高いし、福島の復興にトータルに影響を与えることを考えれば、そのデ

ィテールに対するアテンションのレベルをいかに上げて、先手管理を実現していくか。そう

いう問題意識をもったリーダーシップがないと、うまくない。私はリーダーシップの問題だ
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というふうに思っているんですけれども。トップマネジメントの問題意識、リーダーシップ

を発揮させる仕組みをつくらないと、いつまでたっても変わらないというふうにも思います。 

 そこで国が前面に出てというけれども、国が前面に出ても、そこがエッセンスだということ

を関係者が理解しないと問題は何も解決しないんですよ。現場感覚がない人たちがいくらや

っても駄目なので、そこはやはり現場感覚のある人を投入することが大事で、海外の人はい

ろいろコメントする、共通しているのは、現場を知っている人を使いなさいよという言い方

です。そこがエッセンスなんですよ。それを現場対応を検討するときに是非お考えいただけ

たらと思います。いただいたほうがいいかなと私は思います。 

  それから、情報発信の問題なんですけれども、これは１つは地域社会に対する情報発信の

問題ですけれども、これは努力されていると思うんですけれども、ここも同じ問題というか、

私の感じている最大の問題は、まさしくさっきの原理原則に立てば、地域社会、地元自治体

という組織が住民自治の原則からしたって、自治体を通じてというのが原則だと思うんです

けれども、自治体を離れて状況の変化待ちという状況にある方々がいらっしゃるわけで、そ

のような人々に対する情報機能は自治体で十分か、機能しないことがあるかもということを

絶えず念頭に置いて、そこをどうするかということに対して、最初に申し上げたことと同じ

ですけれども、ケアをしないと、そこは是非工夫しなければならないところです。 

  我々が最初に郡山かどこかで御意見を聞く会をやったときに、話題になったのは、避難さ

れているグループの方の中で、壁新聞みたいなものをつくって、情報を流通することに意味

があるという時代だったんです。それぐらいからそういう問題が一貫してあるわけです。こ

の状況において、どうやってそういう人たちに情報が届くかというところについては、ちょ

っと地元の皆様と相談してという言葉の中でカバーできてない部分があるのかもしれないと

思います。そこは是非よくお考えいただいたほうがいいのかなと思います。 

  それから、廃炉対策の問題、国が前面に出ると、皆さんおっしゃるのは気持ちはわかるん

だけど、責任の所在からすればこれは東電問題なわけですよ。廃炉については我々は一般的

な意味では、廃止措置の費用を積んで当事者責任でやることにしてあるわけだから、それは

当然東電の問題だと考えるんです。ただそれについて技術的に特別難しいことがあるに違い

ないということで、原子力委員会として、中長期対策の検討会をつくって、その部分につい

ては広く使える技術でもあるとすれば、国に先行的にしていただく、そういう構造をつくっ

たわけです。だから、その構図は間違ってないと思うんですけれども、責任問題との関係の

整理ができてなかったのかなという思いがちょっとあります。 
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  しっかりと組織をつくれというのは、責任と資源の出どころの関係においてどういう管理

運営組織が最適かということを考えて決めればいいことだと思うんです。責任が見えないの

が一番困るわけです。さっき言ったリーダーシップを発揮する、トップマネジメントがどこ

にいるんじゃということが見えて、その人の指揮のもとでちゃんとした仕事がなされること

がわかることが肝心なのです。そこがエッセンスなわけです。そこのところについて国が前

面に出ると言いながら、実際は、よく聞くと、号令だけ出ているけど、実際は委員会でぐち

ゃぐちゃやっているとなると、海外から見ると非常にわかりにくいんですよ。ＴＭＩの場合

は、ＧＰＵがベクテルにやらせたわけですね。研究の部分はアイダホが引き受ける。 

  そこでかなり重要な役割を果たしたのはＮＲＣで、ＮＲＣは現場を安全確保されるという

ことに関して規制する責任がありますから、その責任の観点でＮＲＣが仕切った部分がある

わけで、それがある種統一感を与えたことは確かだと思うんですけど、そこのところは我が

国、今は規制庁が特定原子力施設という言葉をつくって、規制上の入れ物はつくってあって、

ちゃんとした活動をしていただいていると私は思っていますけれども、そのビジビリティが

低いのかもしれない。しかし、国が前面に出るというと、東電は引かざるを得ないというこ

の中で、ビジビリティが悪くなっているところはどうするんだということが肝心のことにみ

える。そこは少しよく考えて、プリンスプル、何を大事にするかというところについて十分

詰めて、それから責任の問題のオーナーシップを明らかにする。これはとても重要だと思い

ます。そのことをきちんとやっていただくこと。 

  そして、そうすることによって、情報発信の問題がクリアになってくるわけで、情報を、

海外の人が言われるのは、結局いろいろな情報があって、福島のことが違うように伝えられ

るのが一番困るということ。勿論、一本化とか統制なんかできっこないわけなんで、それは

そういう社会の中で、どうやって情報を、遠く離れて見たときに、何だかわからない、２つ

情報が来るよというところをどうやって、相手が正しく理解できるようにするかということ

がポイントだと思います。それをどうやって、混乱の可能性を排除できるかはなかなか難し

いです。 

  そこのところはそういう情報空間に暮らしているということを覚悟して、情報を出してい

くというか、情報を整えていくという、その仕組みはよく考えてつくり込んでいくことをし

ないといかんですよね。そこのところは、私はまだまだ苦労しているなと思っていますけれ

ども、そこがこの程度でいいと思っておられるのかもしれない。このぐらいでしようがない

やと思っているのなら、それはそれで覚悟ということなのでしょうが、しかし忘れてならな
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いのは、福島の被災者の方がどう思うかです。それに、海外の人も原子炉事故の後始末で、

とんでもないことが起きて混乱したことになってしまうのは困るなと思っている。そういう

オーディエンスがいる、いろいろな思いをもって気にしている人がいることを思って行動さ

れるか、そのことについてはもう繰り返し責任者が組織の隅々に至るまで、そういう思いを

伝えてくかというリーダーシップの影が至るところに見える、我々はそういうところを使い

ますけれども、そういうような努力をしていただく以外にないわけで、それもそういう号令

を誰がかけるかという問題になっちゃうんですけれども、是非工夫されたらというふうに思

います。言いたい放題言いました。 

（戸高参事官）お話を十分に踏まえてしっかり対応していきたいと思います。意向調査のお話

がございましたけれども、確かにそれぞれ住民自治という中で、それぞれの首長さんがそれ

ぞれの立場で、町をまとめていくという大変な御苦労をされていて、それは置かれている状

況によって、それぞれスタンスもまた当然異なってまいります。１２市町村と申し上げまし

てもそれぞれ全然課題が違いますし、それぞれに応じた対応をしていくというのを基本とし

てやっていかなければいけないと思います。 

  意向調査をやっておりますけれども、やはりその中で、なかなか帰らないという方が増え

ておられるわけです。準備区域についてはまだ帰るという方が多いわけですけれども、決め

かねている方もおられて、決めかねている方も含めて、除染をちゃんとやってくれ。それか

ら、健康不安対策をしっかりやってくれ、大前提として第一原発の安定とありますので、今

回、そういった要望、そういった意見ということも踏まえて対策をそれぞれ打ってきたもの

をまとめたというつもりでございますので、これを更にしっかりやっていくということだと

思っています。 

  リスコミのお話もございましたけれども、これも町ごとにロードマップをつくっていくこ

とにしております。規制委員会の基本的考え方でも、町ごとにロードマップをつくって取り

組んで、まさに個人線量を把握するということで、個人線量計を配りまして、これは希望ベ

ースですけれども、個人線量計を配りながら、しっかりと自分の放射線量を見ていただくと

いう取組は１つの例です。その際に健康相談、そういった体制もつくっていくということも

セットとしてやっていくということになりますので、これも町ごとのロードマップをつくっ

ていくことも規制委員会の考え方に基づいて関係省庁でしっかりと取り組んでまいりたいと

思います。 

（上田対策官）いろいろ御指摘をいただきまして、情報提供のところにつきまして、我々これ
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で十分だと思っているということは全くございませんで、常に正確な情報を発信していくと

いうことにどれだけ対応できるのかということで、いろいろな方々の御意見もいただきなが

ら、必要な改善を図っていきつつ、広報対策をしっかりやっていきたいと思います。 

  また、現場のところ、御指摘はごもっともでございまして、我々も現地の事務所をつくり、

あるいはタンクの不足の問題であれば、東京の本店から話を聞くということではなくて、も

う現地でどうなっているのかを聞いて、現場での問題が何なのか。何がリスクなのかという

あたりを、国がすぐできることは何なのか。関係業界で他の協力ができないのかどうかとい

ったようなこと、これは取組の一部ではございますけれども、そういった現場に立脚した取

組をこれからもしっかりやっていく、そういうことが非常に重要だと思いますので、今日い

ただいた御指摘も踏まえて取り組んでいきたいと思います。 

（近藤委員長）それではこの辺で終わってよろしいですか。どうもありがとうございました。 

  事務局、その他議題をお願いします。 

（板倉参事官）その他議題でございます。資料第２号としまして、第４０回の原子力委員会の

議事録を配付しております。 

  それから、次回の会議予定について御案内いたします。次回の第３回原子力委員会につき

ましては、開催日時は１月２１日火曜日、１０時半から、中央合同庁舎４号館の１階１２３

会議室を予定しております。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）では、終わってよろしいですか。 

  それでは、今日はこれで終わります。 

－了－ 

 

－21－ 




